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国立病院の労働分配率と収益性に関する分析

関口 潔

Ⅰ 緒言

人件費を分析する経営管理指標の一つとして労働分配率が挙げられる。労働分配率と

は，付加価値に対する人件費の割合である。また，病院における付加価値とは，医業収益

から材料費や経費，委託費などを差し引いた値であり，労働と資本へ分配される。そのた

め労働分配率を分析することにより，付加価値を医師や看護師，事務職員などへ適切に分

配しているか明らかにすることができる。

一方，労働分配率は組織の利益を確保する必要性から一般的に低い方が望ましいとされ

ている。しかし，給料や賞与は労働者のモチベーションやモラルにも関わっているため，

適正な水準を維持しなければならない。また，病院の場合，医療法により人員配置基準が

定められているため人件費削減には自ずと限界がある。したがって，人件費の設定には多

面的な判断が必要となり，労働分配率についても経営環境に配慮した水準の検討が求めら

れよう。

近年，診療報酬のマイナス改定による医業収益の減少や医師・看護師不足による診療科

の休診，病棟閉鎖など病院の経営は悪化の一途をたどっている。全国公私病院連盟と社団

法人日本病院会が共同で実施した「平成２２年病院運営実態分析調査（平成２２年６月調査）」

によると，総損益差額からみた赤字病院の割合は，平成１３年～平成２２年の１０年間において

６０％以上という非常に高い値を示している（全国公私病院連盟，社団法人日本病院会

［２０１１］）。さらに，平成１３年～平成２２年の間に倒産した病院は計８５件であり，診療報酬の

プラス改定となった平成２２年においても１３件の倒産があったことが，帝国データバンクの

「医療機関・老人福祉事業者の倒産動向調査（２００１年～２０１０年）」によって明らかになっ

た（帝国データバンク［２０１１］）。

このような情勢下，人件費が高コストとなる病院において健全なマネジメントを行うに

は，労働分配率の適正化が必要であると考えられる。本研究では，病院経営の健全性改善

と労働分配率の変化に関係性が存在するか否か国立病院財務データを用いて分析を行っ

た。
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指標 算定方式

労働分配率 給与費÷付加価値×１００

付加価値 医業収益－（材料費＋経費＋委託費＋減価償却費＋その他の費用）

Ⅱ 研究方法

１ 分析対象データ

病院別財務データ分析には，「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第二

十二条」により公開されている平成１７年度～平成２１年度の独立行政法人国立病院機構施設

別財務諸表を用いた。ただし，閉鎖または経営移譲された病院の経営状況は，継続する病

院のそれとは異なる可能性があるとされているため（Bazzoli GJ,Cleverley WO［１９９４］），

平成２３年まで運営が継続している１４２病院を分析対象とした。

２ 労働分配率の算定方式

労働分配率は，給与費を付加価値で除することにより求められる。しかし，付加価値の

算出方法は，一般的に加算法と控除法があり統一されていない。そのため本研究では，厚

生労働省の「病院経営指標（医療法人病院の決算分析）」において，労働分配率を算出す

る際に用いられた計算式を使用し（厚生労働省［２００３］），労働分配率の算定方式を一貫さ

せた（表１）。

表１ 労働分配率の算定方式

３ 分析手順

労働分配率の増減が収益に与える影響を明らかにするため，以下の方法で分析を行っ

た。なお，２群間の差の検定にはマイクロソフト社製表計算ソフトウェア Excelおよびフリ

ー統計ソフトウェア Rを使用し，p＜０．０５をもって有意差ありと判定した。

（１）平成１７年度～平成２１年度における医業収支比率の変化率を算出し，医業収支比率が

改善した病院「医業収支比率改善群（n＝９７）」と悪化した病院「医業収支比率悪化群（n

＝４５）」に区分する（表２）。
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医業収支比率改善群（n＝９７） 医業収支比率悪化群（n＝４５）

０．０８４３±０．０７８１（平均値±標準偏差） －０．０５２８±０．０５２２（平均値±標準偏差）

-0.1600

-0.0800

0.0000

0.0800

0.1600

0.2400

医業収支比率
改善群
（n＝97）

医業収支比率
悪化群
（n＝45）

p＜0.001（Mann-Whitney’s U-test）

－0.1185

0.1072

表２ 医業収支比率改善群および悪化群

（２）（１）の両区分における労働分配率の平成１７年度～平成２１年度変化率を求め，両区

分変化率平均値に差異があるか検討する。

（３）（２）の要因分析を試みるため，（１）の両区分における平成１７年度～平成２１年度の

給与費と付加価値の変化率および付加価値を算出する際に用いる医業収益，材料費，経費，

委託費，減価償却費の変化率を計算し，両区分におけるそれら平均値間に差異があるか検

討する。

Ⅲ．結果

１ 労働分配率変化率

労働分配率の増減が収益に与える影響を明らかにするため，医業収支比率改善群および

悪化群における労働分配率の変化率平均値を比較した。その結果，労働分配率の変化率平

均値は医業収支比率改善群のほうが悪化群よりも統計学的有意に低いことが認められた

（p＜０．００１：Mann−Whitney’s U−test）（図１）。

図１ 医業収支比率改善群及び医業収支比率悪化群における労働分配率変化率比較
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この結果は，労働分配率の低下と病院収支の改善とのあいだには強い関係性があること

を示唆しているものといえる。

２ 労働分配率増減の要因分析

前述の結果より，収支が改善した病院において労働分配率の減少が認められたが，労働

分配率は算定式における給与費と付加価値の変化によって増減する。労働分配率増減要因

分析の結果は以下の通りであった。

（１）給与費変化率

労働分配率算定式の分子である給与費の変化率平均値は，医業収支比率改善群，医業収

支比率悪化群の双方において正の値であり，検討期間における給与費の増加が示された。

また，給与費変化率平均値は医業収支比率改善群のほうが医業収支比率悪化群よりも統計

学的有意に低く，医業収支比率改善に給与費の変化が関係していることが示唆される結果

となった（p＜０．０５：Mann−Whitney’s U−test）（図２）。

図２ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における給与費変化率比較

（２）付加価値変化率

労働分配率算定式の分母である付加価値の変化率平均値を医業収支比率改善群と医業収

支比率悪化群で比較検討したところ，医業収支比率改善群のほうが医業収支比率悪化群よ

りも統計学的有意に高い結果となった（p＜０．００１：Mann−Whitney’s U−test）（図３）。す
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なわち，付加価値の増加は労働分配率の低下によっても生起するという一側面が示され

た。

図３ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における付加価値変化率比較

（３）医業収益変化率

次に付加価値の算出に用いられる医業収益の変化率平均値を医業収支比率改善群と医業

収支比率悪化群の両群間において比較検討した。その結果，医業収益の変化率平均値は医

業収支比率改善群のほうが医業収支比率悪化群よりも統計学的有意に高値であることが明

らかとなった（p＜０．０５：Mann−Whitney’s U−test）（図４）。

また，医業収益を入院診療収益と外来診療収益に区分し，それら変化率平均値を医業収

支比率改善群と医業収支比率悪化群において比較したところ，入院診療収益においては医

業収支比率改善群のほうが有意に高いという結果が得られた（p＜０．０１：Mann−Whitney’s

U−test）（図５）。

一方，外来診療収益においては医業収支比率改善群のほうが悪化群よりも増加している

ものの両群間に統計学的有意差は認められなかった（Mann−Whitney’s U−test）（図６）。
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図４ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における医業収益変化率比較

図５ 医業収支比率改善群及び医業収支比率悪化群における入院診療収益変化率比較
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図６ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における外来診療収益変化率比較

（４）医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における外部購入価値変化率

付加価値を高めるには，その定義からも自明であるように，収益の増加を図るばかりで

はなく，費用を適正化していくことも必要になる。外部購入価値である材料費と経費，委

託費，減価償却費の変化率平均値を医業収支比率改善群と医業収支比率悪化群で比較して

みると，材料費と経費，委託費においては両群間に統計学的有意差はみられなかった（Mann

−Whitney’s U−test）（図７～９）が，減価償却費の変化率平均値は医業収支比率改善群の

ほうが医業収支比率悪化群よりも統計学的有意に低い結果となった（p＜０．００１：Mann−

Whitney’s U−test）（図１０）。すなわち，外部購入価値の中では，とりわけ減価償却費を抑

えることが付加価値の増加に結び付いているという実態が提示された。
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図７ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における材料費変化率比較

図８ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における経費変化率比較
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図９ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における経費変化率比較

図１０ 医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群における減価償却費変化率比較
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Ⅳ．考察

本研究では，平成１７年度より平成２１年度における財務諸表が公開されている国立病院の

医業収支の変化に着目し，国立病院を医業収支比率改善群および医業収支比率悪化群に区

分した上で，両群の労働分配率変化率平均値を比較検討した。その結果，医業収支比率改

善群のほうが医業収支比率悪化群よりも労働分配率変化率が統計学的有意に低いことが明

らかとなった。すなわち，労働分配率の低減が収支改善に寄与しているという結論が得ら

れた。

次に前述の結果がいかなる要因によるものなのか，給与費と付加価値の変化率を検証し

たところ，給与費は医業収支比率改善群のほうが医業収支比率悪化群よりも低いことが明

らかとなった。また，付加価値は医業収支比率悪化群よりも医業収支比率改善群のほうが

高値を示した。したがって，労働分配率を低下させるには給与費の増加を抑え，付加価値

を向上させるという経営行動が求められるわけである。

医業収支比率悪化群においては付加価値が減少しているにも関わらず，給与費が増加し

ていた。給与費が増大する原因として，人材単価の増加と人材数の増加が挙げられる（山

北勝夫他［２００９］，４７－５９頁）。医業収支比率悪化群は付加価値の減少と共に入院診療収益

も減少しており，上位の看護基準を取得するために看護師の雇用が増したとはいい難い。

そのため人材単価の増加が給与費の増加要因と推測される。

独立行政法人国立病院機構職員給与規程第１５条および第１７条の６には昇給について，「職

員の勤務成績に応じて決定される昇給の区分〔中略〕に応じて，次の各号に掲げる表に定

める号俸上位の号俸に昇給させることができる」と規定している（独立行政法人国立病院

機構［２００４］）。医業収支比率悪化群では付加価値の減少にとらわれない給与費増大が認め

られ，年功序列型の給与体系の存在が強く示唆される。したがって，労働分配率の上昇に

よる収益圧迫を防ぐには，職員のモラルに配慮しつつ，付加価値連動型の給与体系導入が

検討されるべきであろう。

付加価値変化率の要因分析では，医業収支比率改善群と医業収支比率悪化群との比較に

おいて，医業収益および医業収益における入院診療収益，減価償却費の変化率において統

計学的有意差が認められた。病院において，入院診療は収益の中心を占めているため入院

診療収益を高めることが付加価値の向上に繋がる。しかし，付加価値は労働と資本によっ

て産み出されるものであり，設備投資の適正化や経費削減も必要とされる。本研究におけ

る検討結果によれば，医業収支比率改善群は減価償却費を低く抑えており，新規設備導入

や更新を抑制していることがうかがわれた。しかし，設備の実態はリース契約の導入など

の影響も考えられることから，必ずしも減価償却費の多寡でのみ描出されえず，さらに多

角的な視点からの検討を加えて判断されるべきであろう。
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また，材料費，経費，委託費については，医業収支比率改善群と医業収支比率悪化群双

方において同程度の増加率を示したが，悪化群は付加価値がマイナスに転じているため，

外部委託の再考，経費の節減等，さらなる経営努力の余地がある。ただ，医療提供体制，

医療需要は地域特性によって大きな隔たりがあることから，経営の質について強く言及す

るのには慎重であるべきであろう。

以上の論点と検証を踏まえれば，医療経営管理者は労働分配率の適正化と収益改善を図

り，収益と費用のバランスを俯瞰した付加価値の創造とそれに連動した給与体系の導入に

意を注ぐべきであると考えられる。
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